令 和 4 年 度 複写 機 の 賃貸 借 及 び 保 守 単 価 契 約 書 ( 案 ) 























岩手 県 (以下 「 甲 」 と いう 。) と OOO (以下 「 忌 」 と いう 。) と は 、 次 の と お り 複 写 機 の 賃貸 
借 及 び 保 守 単 価 契 約 を 締結 する 。 


























(総則 ) 

1 この 契約 は 、 と が 、 甲 に 、 別 紙 「 複 写 機 仕様 書 (モノ クロ 複写 機 )」 (以下 「 仕 様 書 」 と い 
う 。) に 基づき 複写 機 の 複写 その 他 の 機能 の 提供 並び に 当該 機能 の 維持 の た め の 保守 、 消 耗 品 ( ド 
ラム 、 ト ナー その 他 の 消耗 品 (用 紙 及 び ス テー プル 針 を 除く 。) 以下 「 消 耗 品 等 」 と いう 。) の 
] 滑 な 供給 及び 複写 機 の 適切 な 操作 方 法 の 指導 を 行う も の と し 、 甲 は 、 乙 に 対し 、 当 該 複写 機 
の 賃貸 借 及 び 保 守 料 金 (以下 「 複 写 料金 」 と いう 。) を 支払 う も の と する 。 








































































































(契約 期間 ) 
第 2 契約 期間 は 、 令 和 4 年 8 月 1 日 か ら 令 和 9 年 7 月 31 日 まで と する 。 



































(単価 ) 
第 3 単価 は 、 複 写 片 面 1 枚 当たり 〇 OO 円 (うち 取引 に 係る 消費 税 及 び 地 方 消費 税 O 〇 O 〇 円 ) 
と する 。 






























































(契約 保証 金 ) 
第 4 契約 保証 金 





ーー 


さま OOO と ずる 。 





(設置 場所 等 ) 
第 5 複写 機 の 機種 、 設 置台 数 及び 設置 場所 は 、 別 表 の と お り と する 。 
2 複写 機 の 設定 に つい て は 、 別 紙 仕様 書 に 定め る と ころ に よる 。 


















































(複写 料金 の 請求 ) 

第 6 とこ は 、 毎 月 末日 に 、 甲 の 承認 を 受け て 、 複 写 機 ご と の 複写 枚数 を 算出 し 、 当 該 枚数 に 第 3 
に 定め る 単価 を 乗じ て 得 た 額 を 、 甲 に 請求 する も の と する 。 な お 、 計 算 の 結果 生じ た 1 円 未満 
の 端数 は 切り 捨て る も の と する 。 
2 乙 の 点検 又は 整備 に 伴う 複写 及び 乙 の 責め に 帰す べき 原因 に よる 不良 の 複写 は 、 前 項 の 複写 
枚数 に 算入 し な いも の と する 。 
























































































































































(複写 料金 の 支払 ) 

第 7 甲 は せ 、 乙 か ら 第 6 第 1 項 に 定め る 請求 書 を 受理 し た と き は 、 そ の 日 か ら 起 算 し て 30 日 以内 
に 支払 う も の と する 。 

2 甲 は 、 自 己 の 責め に 帰す べき 理由 に より 支払 を 遅延 し た 場合 は 、 乙 に 対し て 、 支 払 の 日 まで 
の 日 数 に 応じ 、 遅延 金額 に つき 年 2.5 パー セン ト の 割合 で 計算 し た 額 の 遅延 利息 を 支払 う も の 
と する 。 


















































































































































(権利 義務 の 譲渡 等 ) 

第 8 乙 は 、 こ の 契約 に より 生ずる 権利 又は 義務 を 第 三 者 に 譲渡 し 、 若 し く は 承継 させ 、 又 は そ 
の 権利 を 担保 の 目的 に 供し て は な ら な い 。 た だ し 、 あ ら か じ め 甲 の 承諾 を 得 た 場合 は 、 こ の 限 
り で な い 。 













































































(複写 品質 の 保持 義務 ) 
第 9 と は 、 甲 に 対し 、 常 に 良好 な 複写 品質 及び 機能 を 維持 し な けれ ば な ら な い 。 























(複写 機 の 保守 ) 

第 10 選 は 、 甲 が 複写 機 を 正常 な 状態 で 使用 で きる よう 、 定 期 的 に 技術 員 を 設置 場所 に 派遣 し て 
点検 及び 調整 を 行わ か けれ ば な ら な い 。 

2 と は 、 複 写 機 の 保守 を 行う 専任 の 技術 員 を 配置 する も の と し 、 別 に 指示 する と ころ に より 甲 
に 報告 する も の と する 。 
























































































































































































































































(複写 機 太 び 消 耗 品 等 の 所 有 権 ) 

第 11 複写 機 及 び 消 耗 品 等 の 所 有 権 は に 属し 、 甲 は せ 、 そ れ ら を 善良 な 管理 者 の 注意 を も っ て 使 
用 し 、 及 び 管 理 し な けれ ば な ら な い 。 

2 甲 は 、 複 写 機 及び 消耗 品 等 が と の 所 有 で ある こと を 示す 表示 等 を 成 損する な ど 複 写 機 の 原状 
を 変更 する よう な 行為 並び に 消耗 品 等 を 他 に 流用 する 行為 を し て は な ら な い 。 

(引渡 し ) 

第 12 乙 は 、 甲 が 別に 指示 する 場所 に 複写 機 を 設置 し 、 甲 の 検査 を 受け た 後 、 使 用 で きる 状態 に 
し て 引き 渡す も の と する 。 

2 上 甲 は 、 前 項 の 検査 に お いて 複写 機 に 契約 不適 合 が あっ た 場合 は 、 直 ち に と に 通知 する も の と 
し 、 と は 、 修 補 又 は 交換 を し た 上 で 再度 甲 の 検査 を 受け る も の と する 。 














































































































































































































































































































































































































































































































違約 金 ) 

第 13 甲 は 、 選 が この 契約 を 履行 し な か っ た 場合 は 、 遅 延 日 数 に 応じ 、 契 約 金額 に 別紙 仕様 書 に 
示す 年 間 複写 見 込 枚数 を 乗じ て 得 た 金額 に 契約 期間 年 数 を 乗じ て 得 た 金額 に つき 年 2.5 パー セ 
ント の 割合 で 計算 し た 違約 金 を 徴収 する こと が ある 。 

(保険 ) 

第 14 乙 は 、 複 写 機 に つき 、 乙 の 費用 で 動産 総合 保険 を 付 保 する も の と する 。 

(契約 不適 合 責 任 ) 

第 15 OM | 認め られ 
る 場合 は 、 甲 に 対し て 、 修 補 、 代 替 物 の 引渡 し 又は 不足 分 の 引渡 し に よる 履行 の 追 完 を 負う も 
の と する 。 

(天災 その 他 の 不可 抗力 SM 

第 16 その 季 の 9 に より 複写 機 が 滅失 又は 明 損 し 使用 不能 と な っ た と き は 、 乙 は 
速やか に その 回 復 措置 を 講じ 、 又 は 代替 品 を 提供 し な けれ ば な ら な い 。 こ の 場合 に お いて 、 当 
no に 要する 経費 は 、 乙 の 負担 と する 。 

2 前 項 の 規定 に よる 回 復 措置 又は 代替 品 の 提供 が 不可 能 で ある と き は 、 こ の 契約 は 終了 し た も 
の と みな す 。 こ の 場合 に お いて 、 契 約 の 終了 に より 生じ る 損害 は 、 乙 の 負担 と する 。 
(価格 の 改定 ) 

第 17 甲 又 は 選 は 、 経 済 変動 その 他 相 当 の 理由 に より 、 第 3 に 定め る 単価 を 改定 する 必要 が 生じ 
た 場合 は 、 相 手 方 に こ 対 し て 1 か 月 前 まで に 文書 で その 和則 を 通知 する も の と し 、 甲 、 選 協議 の 上 
で 単価 を 改定 する こと が で きる も の と する 。 

(設置 場所 の 変更 ) 

0 第 5 第 1 項 の 規定 に よる 複写 機 の 設置 場所 を 変更 する 必要 が ある 場合 は 、 あ ら か じ 

< 通知 し 、 乙 は これ に 応ずる も の と する 。 こ の 場合 の 複写 機 の 移動 は 、 が 実施 する 。 

(機密 の 保持 ) 

第 19 乙 は 、 保 守 の 実施 に 当たっ て 知り 得 た 甲 が 秘密 と し て 取り 扱う 情報 に つい て 、 第 三 者 に 開 
示 若 し く は 漏えい 又は 本 契約 以外 の 目的 に 使用 し て は な ら な い 。 第 2 の 契約 期間 満了 し 、 又 
は 第 20 か ら 第 22 まで 若しくは 第 26 の 規定 に より 契約 を 解除 し た 場合 に お いて も 同様 と する 。 














2 と は 、 契 約 の 終了 に よっ て 撤去 する 複写 機 に つい て 、 当 該 複写 機内 の 記録 媒体 の 残存 デー タ 





を 消去 する と と も 








( 甲 の 催告 に 
第 20 甲 











(1) 
(2) 


と が 、 期 限 内 
正当 な 


選 が 、 正 








に よる 解除 ) 
は 、 乙 が 次 の 各 号 の いずれ か ( 
し 、 そ の 期間 内 に 履行 が な いと き は 





に 契約 を 








、 こ の 契約 の 


こ 該当 する 場合 は 、 相 当 の ま 





に 、 そ の 証明 を 甲 に 提出 する も の と する 。 











月 間 を 



































履行 の 見 込み が な いと 


定め て その 履行 の 催告 
全部 又は 一 部 を 解除 する こと が で きる 。 

履行 し な いと き 、 又 は 
理由 な く 、 


認め られ る と き 。 


第 12 第 2 項 の 修 補 又は 交換 に よる 履行 の 追 完 を 行わ な いと き 。 





(3) 乙 が 、 契 約 の 履行 に つい て 不正 の 行為 を し た と き 。 
(4) その 他 乙 又は その 代理 人 が 、 こ の 契約 に 違反 し た と き 。 























( 甲 の 催告 に よら な い 解 除 ) 
第 21 甲 は 、 乙 が 次 の 各 号 の いずれ か に 該当 する 場合 は 、 直 ち に この 契約 の 全部 又は 一 部 を 解除 
する こと が で きる 。 
(1) 複写 機 の 設置 が で き な い こと が 明らか な と き 。 
(2) 複写 機 の 設置 を 拒絶 する 意思 を 明確 に し た と き 。 
(3) 債務 の 一 部 の 履行 が 不能 で ある 場合 又は その 債務 の 一 部 の 履行 を 拒絶 する 意思 を 明確 に 
し た 場合 に お いて 、 残 存する 部 分 の み で は 契約 の 目的 が 達成 で き な い と き 。 
(4) 第 22 の 規定 に よら ず 、 乙 が この 契約 の 解除 を 申し 出 た と き 。 
(5) 次 の いずれ か に 該当 する と き 。 
ア 役員 等 (が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 乙 が 法人 で ある 場合 に は その 役員 又は その 
NN ECO IT 欠 所 の 代 
表 者 を いう 。 以 下 こ の 号 に お いて 同じ 。) が 凌 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 
法律 (平成 3 年 法律 第 77 号 。 以 下 こ の 号 に お いて 「 暴 力 団 対策 法 」 と いう 。) 第 2 条 第 6 
号 に 規定 する 鞭 力 団員 (以下 この 号 に お いて 「 横 力 団 員 」 と いう 。) で ある と 認め られ る 
まき 。 
イ ラ 横 力 団 (暴力 団 対策 法 第 2 条 第 2 号 に 規定 する 横 力 団 を い う 。 以下 この 号 に お いて 同じ 。) 
又は 暴力 団員 が 経営 に 実質 的 に 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 
ウ 役員 等 が 、 自 己 、 自 社 若しくは 第 三 者 の 不正 の 利益 を 図り 、 又 は 第 三 者 に 損害 を 加え る 
目的 を も っ て 、 式 力 団 又は 又 力 団員 の 利用 等 を し た と 認め られ る と き 。 
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エ 役員 等 が 、 茸 力 団 又は 禁 力 団員 ( NN 便 官 の 供給 等 に より 、 直 接 的 又 
は 積極 的 に 又 力 団 の 維持 若しくは 運営 に 協力 し 、 又 は 関与 し て いる と 認め られ る と き 。 
オ 役員 等 が 、 奉 力 団 又 NR 
る と き 。 
(と の 解除 権 ) 









































第 22 本 0 こ 帰 すべ き 事 由 に より 、 こ の 契約 の 目的 物 が 届 損し 、 使 用 不能 と な っ た 場 
合 は 、 こ の 契約 を 解除 する こと が で きる 。 






































(不当 介入 に 対す る 措置 ) 
第 23 乙 は 、 こ の 契約 の 履行 に 当たっ て 、 横 力 団 又は 横 力 団員 に よる 不当 な 要求 又は 契約 の 適正 
な 履行 の 妨害 を 受け た 場合 は 、 甲 に 報告 する と と も に 警察 に 通報 し な けれ ば な ら な い 。 



























































(損害 賠償 ) 
第 24 乙 は 、 甲 が 故意 又は 重大 な 過失 に よっ て 複写 機 を 明 損 し 、 乙 に 損害 を 与え た 場合 は 、 そ の 
賠償 を 甲 に 請求 する こと が で きる 。 
2 乙 は 、 前 項 の 規定 に より 請求 する 場合 に お いて 、 動 産 総合 保険 で て ん 補 さ れ た 損害 に 対し て 
は 、 甲 に 請求 し な いも の と する 。 
3 第 20 又は 第 21 の 規定 に より 、 甲 が この 契約 を 解除 し た 場合 は 、 乙 は 、 甲 に 損害 賠償 と し て 、 
契約 金額 に 別紙 仕様 書 に 示す 年 間 複 写 見 込 枚数 を 乗じ て 得 た 金額 に 契約 期間 年 数 を 乗じ て 得 た 
金額 の 100 分 の 5 に 相当 する 額 を 納付 する も の と する 。 

































































































































































(複写 機 及 び 消 耗 品 等 の 返還 ) 
第 25 第 2 又は 第 20 か ら 第 22 まで 若しくは 第 26 の 規定 に より 、 こ の 契約 が 終了 し た 場合 は 、 
甲 は 、 乙 に 複写 機 及 び 消 耗 品 等 を 速やか に 返還 し な けれ ば な ら な い 。 












































(予算 の 減額 等 に よる 契約 変更 等 ) 
第 26 甲 は 、 翌年 度 以降 に お いて 県 の 歳入 歳出 ] 算 の 当該 金額 に つい て 減額 又は 削除 が あっ た 場 
合 は 、 こ の 契約 を 変更 又は 解除 する こと が で きる 。 


















































(疑義 の 決定 ) 
第 27 この 契約 に 定め の な い 事 項 及 び こ の 契約 に 関し 疑義 が 生じ た と き は 、 甲 、 乙 協議 し て 定め 








































































































る も の と する 。 
この 契約 を 証する た め 、 本 書 2 通 を 作成 し 、 甲 、 乙 記名 押印 の 上 それ ぞ れ 1 通 を 保有 する 。 
令 和 4 年 〇 月 〇 日 
甲 岩手 県 
契約 担当 者 沿岸 広域 振興 局長 八重 極 浩文 印 


a OOO 
印 


